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特集　中国の農業政策と雑豆需給

中国における農業保護の位相と雑豆産地の立地変動

田　　島　　俊　　雄

1　はじめに：雑豆貿易と小豆・緑豆生産

　本稿では今世紀以降の中国の雑豆貿易をめぐ
る構造変化を踏まえ，小豆生産と立地構造の変
化を究明すべく，それらと密接にかかわる農業
政策，とりわけ主要食糧を対象とする農業保護
をめぐる政策状況について，中国が WTO に加
盟した 2001 年以降の時期に即して検証する．
　筆者らは 2012 年 10 月に，日本豆類協会（当
時は日本豆類基金協会）よりの受託研究の受け
皿として中国雑豆研究会を組織し，2013 年 3 月
に『中国雑豆研究報告：全国・東北篇』（田島
俊雄・張馨元編著，東京大学社会科学研究所），
2014 年 3 月に『中国の雑豆需給と対外貿易』（受
託研究報告書・研究代表者：田嶋俊雄），2016
年 3 月に『アズキと東アジア　日中韓台の域内
市場と通商問題』（田島俊雄・張馨元・李海訓
編著，御茶の水書房）を中心に，研究成果を世
に問うた．本稿ではそれらの業績ではカバーで
きなかった 2016 年前後に始まる中国の政策変
化を踏まえつつ，その結果として生じた雑豆生
産状況の変化および作物立地への影響，さらに
は雑豆貿易に対する影響について，時系列デー
タにもとづき論じる．
　人民共和国期の農業発展において，雑豆生産
の盛衰は古くて新しい問題である．そもそも数
千年に及ぶ中国の農業史にあって，その中心た
る華北の畑作地域で形成された「乾地農法」に
おいて，主たる栽培作物は，雑穀・雑豆を中心

とする畑作物であった．よく知られているよう
に，国民党との内戦に勝利した共産党の基本的
な戦術は，「アワと鉄砲」（小米加歩槍）と呼ば
れる，雑穀と歩兵銃に依拠した農村部のゲリラ
戦であった．また 1931 年以降の抗日戦争期に
あっては，失われた東北の領土を象徴する言葉
として，「松花江上」と題し「大豆高粱」と歌
われた．
　田島俊雄（2006）は，戦前日本 の 中国農業研
究を一面で代表した「乾地農法」の研究が，人
民共和国期に進んだ水利事業や灌漑設備の普及
に伴う水田農業および畑地灌漑の拡大ととも
に，衰退していった事実を指摘した．また張馨
元（2014）は人民共和国期の東北におけるトウ
モロコシ生産とトウモロコシ産業の拡大，李海
訓（2015）は同じく東北および華北における稲
作技術の移植と寒冷地稲作の北上について論じ
た．これらは一面でトウモロコシと水稲が「大
豆高粱」に取って代わる過程を論じた業績にほ
かならない．さらに暁剛（2018）は，内モンゴ
ル自治区における開墾に伴う「半農半牧畜業」
の形成と雑穀雑豆生産の帰趨について論じた．
これは北海道開拓と豆類を含む輪作体系，有畜
複合経営（混同経営もしくは複合経営）の形成，
第 1 次世界大戦に前後する雑豆輸出の拡大（細
野 1955），戦後における酪農経営の大規模化や
今日まで続く十勝の雑豆生産を想起すれば，分
かりやすい．
　中国雑豆研究会のメンバーによるこれらの業
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績は，いずれも農業における技術進歩や農地の
外延的拡大，または市場構造の変化と裏腹にあ
る，人民共和国期における雑穀・雑豆生産の帰
趨について，直接もしくは間接的に論じた論稿
でもある．
　本稿ではこれらの先行研究を踏まえつつ，池
上彰英（2009），同（2012) に よって 概括 さ れ
た 21 世紀以降，すなわち 2001 年の WTO 加盟
以降の中国において観察された農業保護政策の
展開，具体的には食糧生産にかかわる直接補償
と主要食糧作物および主産地を対象とする価格
支持について検討する．とりわけ陳錫文・韓俊

（2017）が解説した 2016 年前後の「農業供給側
構造改革」によるトウモロコシ・大豆を対象と
する生産調整と価格支持政策の見直し，戸別所
得補償政策の導入を念頭に，統計データのとれ

る 2021 年までの変化を検証する．以上の作業を
踏まえ，主要食糧・大豆に対する農業保護の結
果生じた「古くて新しい問題」として，21 世紀
の中国に出現した雑豆生産の変動と縮小の傾向
について，主として立地変動と貿易構造の変化
から確認する．
　表 1 では，中国において主要な雑豆として知
られるえんどう，緑豆，小豆，いんげんに即し，
21 世紀に入って以降の貿易構造の変化をみた．
貿易特化係数（輸出額－輸入額）/（輸出額 +
輸入額）の推移から明らかなように，今世紀は
じめの段階で，中国においてもグリンピースと
して食され，また春雨や飼料，薬品の原料でも
あるえんどうは，すでに圧倒的に輸入依存の状
況にあった．これに対しいんげん，緑豆，小豆
の場合，計画経済期から移行経済期，さらには

表 1　21 世紀の中国雑豆貿易
単位：トン，ドル / トン

年
えんどう（071310-） 緑豆（071331-） 小豆（071332-） いんげん（071333-）

輸出 輸入 貿易特
化係数

輸出 輸入 貿易特
化係数

輸出 輸入 貿易特
化係数

輸出 輸入 貿易特
化係数数量 単価 数量 単価 数量 単価 数量 単価 数量 単価 数量 単価 数量 単価 数量 単価

2001 3,643 238 153,848 182 -0.94 135,692 497 2,770 305 0.98 60,500 481 767 324 0.98 431,203 362 257 305 1.00
2002 4,017 205 110,857 201 -0.93 220,318 387 2,266 260 0.99 77,579 375 1,141 142 0.99 471,604 377 526 595 1.00
2003 7,080 230 56,196 223 -0.77 214,076 388 314 427 1.00 65,703 458 840 105 0.99 633,583 333 119 471 1.00
2004 6,291 246 68,638 221 -0.81 138,315 468 12,074 304 0.89 61,233 805 1,545 129 0.99 500,784 370 120 428 1.00
2005 2,694 326 241,138 204 -0.96 135,402 606 10,591 331 0.92 52,613 745 340 1,606 0.97 594,457 390 290 710 1.00
2006 2,181 549 329,766 202 -0.96 135,127 660 8,848 412 0.92 55,826 483 309 1,348 0.97 543,670 474 1,602 403 1.00
2007 2,167 546 262,824 258 -0.97 122,563 750 23,296 451 0.79 64,651 613 25 453 1.00 597,200 621 1,649 344 1.00
2008 4,318 691 203,402 371 -0.92 139,219 852 79,641 470 0.52 50,593 931 6 860 1.00 755,229 794 7,385 510 0.99
2009 3,354 686 372,629 287 -0.96 273,790 879 5,415 554 0.98 51,324 816 0 5,400 1.00 696,555 692 3,381 431 0.99
2010 2,529 728 552,553 314 -0.98 121,622 1,417 79,632 748 0.49 51,636 1,297 107 1,316 1.00 757,891 705 2,103 687 0.99
2011 1,818 988 730,484 404 -0.99 114,633 1,781 15,454 1,053 0.85 53,750 1,203 1,182 757 0.97 764,506 790 4,057 778 0.99
2012 757 1,588 671,477 434 -0.99 133,962 1,372 33,461 812 0.74 56,283 1,039 1,111 390 0.99 748,864 959 4,366 716 0.99
2013 993 1,384 1,033,196 433 -0.99 120,394 1,480 13,118 957 0.87 56,900 1,196 2,129 583 0.96 621,569 1,153 6,152 733 0.99
2014 3,430 489 781,026 387 -0.99 108,565 1,978 14,955 1,045 0.86 52,996 1,527 7,222 593 0.90 343,583 1,271 12,683 747 0.96
2015 346 1,282 903,258 375 -1.00 107,320 2,124 37,958 1,125 0.68 43,662 1,535 8,917 650 0.84 311,452 957 9,431 648 0.96
2016 971 937 1,002,683 360 -0.99 107,498 1,967 29,393 1,036 0.75 49,998 1,383 3,125 784 0.93 431,296 854 10,608 607 0.97
2017 261 1,996 1,287,404 336 -1.00 102,498 2,123 28,054 942 0.78 52,861 1,096 13,775 660 0.73 271,975 1,063 8,003 637 0.97
2018 499 1,452 2,082,500 294 -1.00 130,726 1,776 88,987 808 0.53 50,593 1,054 13,012 678 0.72 207,171 1,100 3,607 724 0.98
2019 399 2,022 2,002,789 290 -1.00 126,005 1,655 113,228 770 0.41 52,600 1,153 10,443 903 0.73 171,886 1,127 7,822 836 0.93
2020 805 1,583 2,907,757 282 -1.00 109,103 1,661 205,343 893 -0.01 45,876 1,403 7,501 981 0.79 148,030 1,214 10,395 685 0.92
2021 2,591 687 2,199,579 354 -1.00 78,000 1,996 289,909 974 -0.29 38,458 1,992 12,624 1,072 0.70 62,122 1,471 23,090 743 0.68
2022 8,012 694 1,617,869 529 -0.99 68,824 2,057 649,154 918 -0.62 40,654 2,059 28,700 1,035 0.48 41,515 1,693 42,195 707 0.40

貿易特化係数＝（輸出額－輸入額）/（輸出額＋輸入額）
出所：Global Trade Atlas による．
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21 世紀にかけて，貴重な外貨の獲得を担う重要
農産物であった．このうち小豆は，輸出量こそ
10 万トンには及ばないものの，国交回復以前
の日中関係おいて，LT 貿易（後の覚書貿易）1）

の中国側目玉商品であった．さらにいんげんは
1980 年代の規制緩和を受けて雲南省の辺疆地域
や黒竜江省の国有農場に導入され，一躍輸出農
産物として外貨獲得に貢献した世界商品である

（張 2016）．また緑豆はもやしの原料でもあり，
食文化の関係から対アジア貿易を中心に，今日
に至るまで小豆を上回る輸出量を有する．しか
し緑豆は国内価格の高騰から輸出競争力が減退
する状況となっており，2020 年以降は純輸入で
ある．また対世界を相手とするいんげんの場合
も，すでに 2010 年代に輸出量が漸減する事態
となり，2022 年には純輸入に転じている．緑
豆，いんげんの両者とも，内外価格差の拡大と
ともに海外市場を失いつつあるというべきであ
ろう．
　これに対し小豆の場合，輸出価格の上昇は緑
豆，いんげんと同様であるが，2016 年にピーク
を迎えたあとにしばらく低下傾向が続き，輸出
も持ち直している．しかし 2020 年以降に再度の
価格上昇がみられ，輸出量も減少傾向が続いて
いるというべきであろう．とりわけ小豆の場合
は韓国，日本が主要な輸出先であり，かつ両国
とも小豆に関しては関税割当制度により国内市
場を守る一方，毎年一定水準の輸入が必要な状
況にある．毎年の輸入量はそれぞれの国内需給
を反映して不安定であるが，中国の産地にとっ
ては，銘柄品種を中心に根強い需要を有すると
いう意味で，得がたい存在である．ただし日本
の場合は，周知のように近年はカナダよりの輸
入が増大傾向にあり，かつカナダからの輸入は
北海道のエリモショウズを利用した開発輸入で
あり（（公財）日本豆類協会 2019），同国は 2018

年に発効した TPP の加盟国である．すなわち
関税割当にかかわる 10％の一次関税を免除され
るなど，中国にとっては強力なライバルという
べきであろう．
　他方で中国の小豆輸入は 2017 年より 1 万ト
ンの水準を超え，2022 年には 2 万 9 千トン弱に
まで増加している．貿易特化係数でみる限り，
小豆の場合も緑豆，いんげんとともに，競争優
位を失いつつある品目と判断すべきであろう
か．直近の 2022 年の場合，中国産小豆の平均輸
出単価はトンあたり 2 千ドルを超え，もはや対
カナダほかとの国際競争力を失ったも同然であ
る 2）．これが高止まりするようであれば，中国
産小豆がよほどのメリットを示さない限り，も
しくはカナダが何らかの理由で対日小豆輸出を
減らさない限り，国際市場からの退出は時間の
問題であろう．
　表 2 ではデータの得られる小豆，緑豆に即し，
中国における雑豆の生産状況を示した．雑豆は，
かつては豆類として中国において食糧管理の対
象であったが，後述のように 1985 年以降は自由
化され，逆にいえば主要食糧（小麦，コメ，ト
ウモロコシ）や大豆のような農業保護の対象と
はならなかった．しかし畑作物としては，多く
の地域で主要食糧・大豆と圃場での作付を奪い
合う関係にあり，とりわけトウモロコシや大豆
をめぐる農業保護や国際環境の変化の影響を，
直接・間接に受ける関係にある．
　表 2 にみるかぎり緑豆は作付面積，生産量，し
たがって市場規模において小豆を大きく上回る存
在である．しかし生産量は，2017，18 年にやや回
復したものの，2002 年から 21 年までに約 37％にま
で縮小し，単収にしても伸び悩みというべきであ

　　　　　　　　　

　1） 1962 年に交わされた日中の民間貿易協定「日
中長期総合貿易に関する覚書」を指す．LT とは双
方の代表者である廖承志，高碕達之助の名を冠し
た略称．

　　　　　　　　　

　2）日本の財務省貿易統計によれば，2022 年の
中国からの関税割当内輸入数量は 1 万 2769 トンで
輸入単価は 287 円 /kg，10％の一次関税が加わる
と 315.7 円 /kg であった．これに対し一次関税が
免ぜられるカナダの場合は，1 万 1656 トンで 216
円 /kg であり，kg あたり 100 円の差が生じたこと
になる．
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る．これに対し小豆の場合は，単収は変動しつつ
2015 年までは作付面積，収量とも縮小傾向にあっ
た．そして 2016，17 年と急回復し，緑豆との差を
縮めたが，その後再度の縮小傾向に戻り，2021 年
にやや盛り返すなどの状況にある．
　このように小豆は 2016 年，緑豆は 2017 年を
契機として変化が生じ，2020 年以降はそれぞ
れ独自の動きを示しているように思われる．中
国における雑豆の命運を論じる前提として，す
でにみた 2016 年以降の小豆輸出価格の下落と

2020 年以降の揺り戻しの状況を含め，背景とな
る主要食糧に対する保護政策の変化について，
より立ち入った検討が必要であろう．

2　WTO体制下の食糧生産

　2.1　WTO加盟時の公約
　1982 年に中国は GATT（General Agreement 
on Tariffs and Trade．「関税および貿易に関す
る一般協定」）のオブザーバー資格が認められ，
1986 年には加盟申請を行った．それ以後，正式

表 2　中国の小豆・緑豆生産状況

年次
小豆 緑豆

作付面積
（千 ha）

生産量
( 千 t）

単収
（kg/ha）

作付面積
（千 ha）

生産量
（千 t）

単収
（kg/ha）

2002 272 385 1,412 971 1,190 1,226 
2003 226 336 1,487 933 1,185 1,270 
2004 217 300 1,382 699 791 1,132 
2005 237 353 1,493 708 1,006 1,420 
2006 221 365 1,650 547 710 1,298 
2007 192 276 1,437 742 785 1,058 
2008 178 281 1,573 741 836 1,128 
2009 153 230 1,499 658 716 1,087 
2010 145 220 1,514 664 747 1,124 
2011 140 248 1,776 674 753 1,118 
2012 115 193 1,681 589 666 1,130 
2013 126 185 1,473 512 550 1,075 
2014 128 190 1,484 437 498 1,139 
2015 123 176 1,429 428 524 1,224 
2016 181 275 1,522 437 565 1,293 
2017 221 360 1,628 502 651 1,297 
2018 182 278 1,523 485 681 1,404 
2019 159 240 1,508 435 573 1,317 
2020 135 208 1,544 384 508 1,324 
2021 153 232 1,521 329 444 1,349 

出所：�2002 年から 2018 年までは国家数拠 https://data.stats.gov.cn/index.htm．ただし
2007 年から 2017 年までは第三次全国農業普査（2016 年）の結果にもとづき既発
表統計が遡って修正されている．2019 年以降は『中国農村統計年鑑』各年版．
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加盟に向けた諸々の制度改革を行い，GATT の
WTO 改組 (1995 年 1 月 1 日 ) を 経 て，2001 年
12 月には正式に WTO に加盟している．GATT
に続く WTO への加盟申請は，改革開放期の中
国にとっては，いわば外圧を利用した国内改革
の契機となった．かつ加盟後の中国は自由貿易
体制のもとで，これを追い風として「世界の工
場」としての地位を築いた．しかし他方で 21 世
紀の中国の農業・農政にとっては，加盟時に許
諾した諸々の枠組みのもと，紆余曲折の展開を
余儀なくされたというべきであろう．このうち
砂糖に関しては，2017 年 5 月から 3 年間，中国
によってセーフガードが発令される事態が生じ
ている．
　中国の WTO 加盟あたり 3），貿易を歪める性
格の補助金として争点となったデミニマス（削
減の対象外とされる補助金／農業生産額比率）
については，先進国水準である 5％と途上国水
準 10％の間の 8.5％の枠で妥協をみている（「中
国の加入に関する作業部会報告書」パラグラフ
235）．また 2010 年を最終年次とする関税率引き
下げ（加盟時単純平均 13.6％から 9.8％）を公約
しており，977 品目におよぶ農産物についても，
加盟時平均の 19.3％から 15％への関税率引き下
げと実施期間について，約束している 4）．
　一方で中国は，WTO 加盟とともに関税割当
制度の対象農産物として小麦，トウモロコシ，
コ メ（中短粒種，長粒種），大豆油，パーム 油，
ナタネ油，砂糖，羊毛，綿花の各品目を指定す
るとともに（表 3），農産物関係の国家貿易にか
かわる輸入企業として，中国糧油食品進出口総
公司（中糧）など 16 企業のリストを提示した 5）．

その後の中国は，大豆油，パーム油，ナタネ油
については 2006 年以降関税化するなどの譲歩
を示し，2022 年に向けて公表された関税割当品
目に関する税率表にみるかぎり，小麦，トウモ
ロコシ，コメについては基本的に 1％，さらに
砂糖 15％，羊毛 1％，綿花 1％という形で，公
約通りの一次関税を維持している 6）．一方で大
豆の場合には，1996 年の段階でそれまで採られ
ていた輸入割当制度を廃止し，関税率 3％の自
由化品目としている（張 2014）．
　WTO で公約された輸入農産物の関税割当数
量は，事前に国家発展和改革委員会もしくは商
務部によって，品目ごとに国家貿易枠も含めて
毎年公示され，資格のある輸入企業に配分され
る．日本の小豆などでみられる年ごとの割当数
量の調整はなされず，WTO 加盟時の公約数を
固定的な枠として割当が行われる．食糧の場合，
具体的には各省級行政区ごとに設けられた発展
和改革委員会を窓口に申請が受理され，中央政
府による調整を経て，各地の貿易企業に対して，
輸入枠の具体的な数字が割当てられる 7）．割当
量を達成できなかった企業は，次年次以降の考
課の対象となる．国土面積 960 万平方キロメー
トル，人口 14 億を数える地大物博の中国の場
合，そもそも縦割りの行政組織が中央─省─地
区（市）─県─郷鎮の 5 層で形成されるなど，
中央─都道府県─市町村の日本などよりは，さ
らに複雑である．

　　　　　　　　　

　3）中国の WTO 加盟についての以下の叙述は田
島（2017a）にもとづく．
　4）「中国 WTO 加盟文書訳者解説」（荒木・西
2003 所収）．
　5）食糧（中国糧油食品進出口総公司），植物油

（同，中国土産畜産進出口総公司，中国華潤総公司，
中国南光進出口総公司，中国良豊穀物公司，中穀
糧油集団公司），砂糖（中国糧油食品進出口総公司，
中国出口商品基地建設総公司，中国海外貿易総公 

　　　　　　　　　

司，中国糖業酒類集団公司，中国商業対外貿易総
公司），たばこ（中国煙草進出口総公司），綿花（中
国紡織品進出口総公司，北京九達紡織品集団公司，
天津紡織工業供銷公司，上海紡織原料公司）と い
う形で，中央・地方の旧国有有力専業貿易企業が
優先されている（附属書 2A1）．
　6）「関税配額商品税目税率表」（国務院関税税則
委員会「関於 2022 年関税調整方案的通知」2021
年 12 月 13 日，附表 4）．ただし 10％（小麦，トウ
モロコシ），9％（コメ）までの税率が適用される
細目もある．
　7）「農産品進口関税配額管理暫行弁法」（中華人
民共和国国家発展計画委員会令 2002 年第 19 号，
2002 年 1 月 30 日）．
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表 3　 WTO 加盟時の農産物関税割当にかかわる中国の公約
単位：万トン，%

2001 2002 2003 2004 2005 2006
小麦 788.4 846.8 905.2 963.6

未定

　割当内税率 1 ～ 10
   最恵国税率 74.0 71.0 68.0 65.0
　国家貿易比率 90.0
トウモロコシ 517.5 585.0 652.5 720.0
　割当内税率 1 ～ 10
   最恵国税率 74.0 71.0 68.0 65.0
　国家貿易比率 71 ～ 60 68.0 64.0 60.0
中短粒米 166.3 199.5 232.8 266.0
　割当内税率 1 ～ 9
　最恵国税率 74.0 71.0 68.0 65.0
　国家貿易比率 50.0
インディカ米 166.3 199.5 232.8 266.0
　割当内税率 1 ～ 9
　最恵国税率 74.0 71.0 68.0 65.0
　国家貿易比率 50.0
大豆油 211.8 251.8 281.8 311.8 358.7 撤廃　割当内税率 9.0
   最恵国税率 63.3 52.4 41.6 30.7 19.9 9.0
　国家貿易比率 42 ～ 10 34.0 26.0 18.0 10.0 撤廃
パーム油 210.0 240.0 260.0 270.0 316.8 撤廃　割当内税率 9.0
   最恵国税率 63.3 52.4 41.6 30.7 19.9 9.0
　国家貿易比率 42 ～ 10 34.0 26.0 18.0 10.0 撤廃
ナタネ油 73.9 87.9 101.9 112.7 124.3 撤廃　割当内税率 9.0
   最恵国税率 63.3 52.4 41.6 30.7 19.9 9.0
　国家貿易比率 42 ～ 10 34.0 26.0 18.0 10.0 撤廃
砂糖 168.0 176.4 185.2 194.5

未定

　割当内税率 20.0 20.0 20.0 15.0
   最恵国税率 71.6 65.9 58.0 50.0
　国家貿易比率 70.0
羊毛 25.3 26.5 27.6 28.7
　割当内税率 1.0
　最恵国税率 38.0
綿花 78.1 81.9 85.6 89.4
　割当内税率 1.0
   最恵国税率 61.6 54.4 47.2 40.0
　国家貿易比率 33.0
注：�割当内税率（一次関税率）については HS コードごとに異なることから，品目によってはバ

ラツキが生じる．
出所：�「中華人民共和国の加入に関する議定書」附属書 8 第 152 表第 1 部（荒木一郎・西忠雄共

訳『全訳中国 WTO 加盟文書』蒼蒼社，2003 年所収）．



11

　2.2　食糧需給の推移
　表 4 では 21 世紀に入って以降の中国の主要
食糧 8）（小麦，コメ，トウモロコシ，および大
豆）にかかわる輸出入構造の変化を示した．人
口大国にして農業大国である中国にとって，農

産物貿易は，もとより国内生産を補完する性格
が強いが，計画経済期の中国は比較優位のある
コメや大豆 9），雑穀・雑豆を輸出し，獲得した
外貨を小麦の輸入に充てるなどの構造もみられ
た．コメ輸出は豊凶の調整に用いられるケース
が多かったが，小豆の場合は既述のように LT
貿易の形で産地において優先的に作付けされ，

　　　　　　　　　

　8）中国語では「糧食」．食糧管理の対象とされ
る作物で，小麦，コメ，トウモロコシ，雑穀，豆
類，およびイモ類を示し，コメについては籾付き
の重量で示し，イモ類は重量 5 単位が食糧（糧食）
1 単位に換算される．

表 4　中国の主要食糧輸出入状況
単位：万トン

小麦 コメ トウモロコシ 大豆
年 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

2001 45.5 69.0 185.9 26.9 599.8 3.6 24.8 1,393.9 
2002 68.8 60.5 197.9 23.6 1,167.4 0.6 27.6 1,131.6 
2003 225.0 42.4 260.1 25.7 1,638.9 0.0 26.7 2,074.4 
2004 78.4 723.3 89.6 76.2 231.8 0.2 33.5 2,017.8 
2005 26.0 351.6 67.2 51.4 861.2 0.4 39.6 2,659.0 
2006 111.4 58.4 123.7 71.9 307.4 6.5 37.9 2,828.4 
2007 233.7 8.3 134.0 47.2 484.8 3.5 43.0 3,081.8 
2008 12.6 3.2 96.9 29.6 25.3 4.9 46.6 3,743.1 
2009 0.8 89.4 78.3 33.8 12.9 8.4 34.7 4,254.6 
2010 0.0 121.9 61.9 36.6 12.7 157.2 16.4 5,478.6 
2011 4.0 124.9 51.5 57.8 13.6 175.3 20.8 5,263.4 
2012 0.0 368.9 27.9 234.5 5.5 520.7 32.0 5,838.0 
2013 0.3 550.7 47.8 224.4 7.8 326.5 20.9 6,340.5 
2014 0.1 297.2 41.9 255.7 2.0 259.9 20.7 7,139.9 
2015 0.5 297.3 28.6 335.0 1.1 473.0 13.4 8,174.0 
2016 1.1 337.4 39.5 353.5 0.4 316.7 12.7 8,323.0 
2017 1.0 429.7 119.7 399.2 8.5 282.5 11.2 9,553.7 
2018 0.7 287.6 208.9 303.5 1.2 352.2 13.4 8,803.3 
2019 0.9 320.5 274.8 250.4 2.6 479.1 11.4 8,858.6 
2020 815.2 230.4 291.2 0.3 1,129.4 8.0 10,032.6 
2021 0.4 971.8 244.8 492.6 0.7 2,835.7 7.4 9,653.8 
2022 0.6 987.3 221.5 615.9 0.1 2,061.9 11.9 9,110.3 

注 : 空白は報告値がない年である．
出所：Global Trade Atlas による．

　　　　　　　　　

　9）ただし 1974 年以降，基本的に純輸入となる
（『中国経済貿易統計年鑑』）．
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日本に輸出されるなど，国交回復以前の日中関
係において，少なからぬ役割を果たした（劉鳳
華 2016）．
　今世紀はじめの中国農業は，大豆こそすでに
1000 万トン台の純輸入の構造にあったが，コ
メ，トウモロコシの場合はむしろ純輸出の過剰
構造にあった．これに対し小麦の場合は，豊凶
や国際情勢の如何で輸出入の位相が変わる構造
であったと考えられる．
　しかしコメ，小麦は徐々に輸入が増加し，ト
ウモロコシも 2007 年以降，輸入が拡大し，2010
年前後にはこれらの主要食糧に関しても，一定
量の輸入が定着する．ただし 2019 年に至るま
でコメ，小麦，トウモロコシの輸入量は関税割
当の枠内に収まっており，ここまでの需給状況
の推移は，政策当局の想定内の事態であったと
いうこともできよう 10）．しかし大豆の場合には，
歴史的には輸出品目だったものが，2020 年には
純輸入が 1 億トンを越えるなど，三大食糧とは
対照的な事態が出現している．大豆の場合は当
初より WTO の自由化品目であったことから，
あくまで市場による需給調整に委ねた結果と評
価することも可能である．
　他方で中国は，2016 年の段階で，「農業供給側
構造改革」をスローガンとする農政改革を試みる．
　表 5，6 では，20 世紀末以降の中国における
食糧・綿花の生産量および作付面積の推移をみ
た．気象条件に左右されやすい生産量のみなら
ず作付面積をみるのは，この間の政策変化が反
映されていると考えられるからである．すなわ
ち 2015 年以降の三大食糧および大豆の作付面
積の推移をみる限り，まさに大豆の輸入拡大と
トウモロコシの作付拡大傾向もしくは増産傾向
を是正する形で農政が展開されてきた，と理解
することができよう．
　すなわち 14 億の人口を支えるのは当然なが

ら国内生産であり，コメ，小麦の場合は基本的
に国内生産が自給水準を満たし，かつすでに劣
等財化 11）も進んでいるということであろう．つ
まり小麦，コメは関税割当量を見込んで生産量
と作付面積を配置すれば，天候変動や国際環境
の変化にも基本的に対応可能と政策当局は判断
していると考えられる ．伝統的に食糧と想定さ
れてきたイモ類の場合は，今やデンプン原料と
して自由化され，政策当局にとっての優先順位
は高いものではない．
　他方でトウモロコシと大豆の場合は，所得水
準の上昇とともに需要が増大する通常の財とし
て，前者については作付面積の拡大が 2015 年ま
で続き，逆に後者の場合は 2015 年まで作付面積
の縮小に歯止めがかからなかった．大豆はそれ
以後，作付面積の急拡大が 2020 年まで続いたが，
輸入量の増大も同年まで続いた．農政改革の結
果，トウモロコシの作付抑制は 2020 年まで続き，
大豆の作付拡大も同様で，2021 年以降は新たな
局面を迎えたというべきであろうか．トウモロ
コシ，大豆とも主産地は東北であり，「北糧南
運」の言葉で示されるように，今日の中国にあっ
ては，既述のコメも含め，東北はもっとも重要
な食糧生産基地である．その意味で，東北の帰
趨は全国の帰趨を一面で代表する．
　すなわち表 4 に示した 2020 年以降の食糧輸
入量にみる限り，大豆輸入は多少減少する一方，
かつては輸出品目であったトウモロコシは，一
時的に輸入量の削減に成功したものの，2020 年
以降は関税割当 720 万トンを上回る 1000 万トン
以上の輸入となっている 12）．わずかとはいえ小
麦も，21，22 年と関税割当数量 963.6 万トンを
上回る輸入量となった．コメの場合も 2022 年に
は関税割当数量（中短粒およびインデイカ合計
で 532 万トン）を上回る輸入量となっている．

　　　　　　　　　

　11）所得の上昇とともに消費が減少する財．
　12）2020 年のトウモロコシ輸入に関し，国内価
格抑制の観点から 720 万トンの関税割当を上回る
輸入についても 65％の二次関税は課されなかった
とされる（仇・李・余 2021）．

　　　　　　　　　

　10）2018 年に起きた米中貿易摩擦の結果，対米
農産物輸入の大宗である大豆に対し 25％の追加関
税を中国側が賦課するなどの「想定外」の事態も
生じている．
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それでは一体，2016 年の「農業供給側構造改革」
とは何であったのか．

3　農業供給側構造改革

　3.1　農業保護の枠組み
　WTO 加盟に前後して，中国ではまず食糧管
理の枠組みが大きく変化する．
　1950 年代に始まる食糧管理制度は，生産サイ
ドにおける現物農業税の徴収と公定価格による
供出，消費サイドにおける年齢・職種に応じた

配給という形で形成され 13），戸籍制度を通じた
居住規制と一体的に実施された．ただしこの厳
格な食糧管理制度は，1985 年には雑穀・雑豆を
規制の対象外とするなど緩和され，90 年代には
消費者に対する配給制度も撤廃されている．食
糧買付価格は徐々に価格支持的となり，小麦，

表 5　食糧・綿花の生産量
単位：万トン

年次 食糧
米 * 小麦

トウモロ
コシ

豆類 イモ類 **
綿花

うち大豆 その他の豆
1995  46,661.8  18,522.6  10,220.7  11,198.6  1,787.5  1,350.2  437.3  3,262.6  476.8 
2000  46,217.5  18,790.8  9,963.6  10,600.0  2,010.0  1,540.9  469.1  3,685.2  441.7 
2005  48,402.2  18,058.8  9,744.5  13,936.5  2,157.7  1,634.8  522.9  3,468.5  571.4 
2006  49,804.2  18,171.8  10,846.6  15,160.3  2,003.7  1,508.2  495.5  2,701.3  753.3 
2007  50,413.9  18,638.1  10,949.2  15,512.3  1,709.1  1,279.3  429.8  2,741.8  759.7 
2008  53,434.3  19,261.2  11,290.1  17,212.0  2,021.9  1,570.9  451.0  2,843.0  723.2 
2009  53,940.9  19,619.7  11,579.6  17,325.9  1,904.6  1,522.4  382.2  2,792.9  623.6 
2010  55,911.3  19,722.6  11,609.3  19,075.2  1,871.8  1,541.0  330.9  2,842.7  577.0 
2011  58,849.3  20,288.3  11,857.0  21,131.6  1,863.3  1,487.8  375.5  2,924.3  651.9 
2012  61,222.6  20,653.2  12,247.5  22,955.9  1,680.6  1,343.6  337.0  2,883.0  660.8 
2013  63,048.2  20,628.6  12,363.9  24,845.3  1,542.4  1,240.7  301.7  2,855.4  628.2 
2014  63,964.8  20,960.9  12,823.5  24,976.4  1,564.5  1,268.6  296.0  2,798.8  629.9 
2015  66,060.3  21,214.2  13,255.5  26,499.2  1,512.5  1,236.7  275.8  2,729.3  590.7 
2016  66,043.5  21,109.4  13,318.8  26,361.3  1,650.7  1,359.5  291.1  2,726.3  534.3 
2017  66,160.7  21,267.6  13,424.1  25,907.1  1,841.6  1,528.2  313.3  2,798.6  565.3 
2018  65,789.2  21,212.9  13,144.0  25,717.4  1,920.3  1,596.7  323.6  2,865.4  610.3 
2019  66,384.3  20,961.4  13,359.6  26,077.9  2,131.9  1,809.2  322.7  2,882.7  588.9 
2020  66,949.2  21,186.0  13,425.4  26,066.5  2,287.5  1,960.2  327.3  2,987.4  591.0 
2021  68,284.7  21,284.2  13,694.4  27,255.1  1,965.5  1,639.5  326.0  3,043.5  573.1 

* 籾重量．
** イモ類 5 単位を食糧 1 単位に換算．
出所：『中国統計年鑑 2022』．

　　　　　　　　　

　13）国務院「関於市鎮糧食定量供応暫行弁法的
命令」1955 年 8 月 25 日．
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トウモロコシの場合は 90 年代半ばにはシカゴ
相場などの国際価格を上回るようになるが，他
方でこの時期には，「農民負担」と呼ばれる農家
に対する公租公課の問題が顕在化するなど，ち
ぐはぐな状況が続いた（池上 2009）．この結果，

「農民負担」の規範化が図られるとともに（田
島 2005），WTO 加盟に備え，価格支持的となっ
た食糧管理制度の見直しが行われた．
　2001 年 11 月に中国は WTO 加盟を果たし，
翌年には胡錦濤総書記と後に総理となる温家宝
を二枚看板とする政権が誕生し，「農業，農村，
農民」問題（三農問題）の解決をスローガンに，
都市と農村の格差是正に向けた「農業保護」の

取組が本格化する（池上 2009）．まず豊凶に備え，
1990 年代半ばより地方レベルで積み立てられて
いた「食糧リスク資金」を原資として，農家に
対する「食糧直接補貼」が試みられ，2004 年の
制度化を経て 14），これに「優良品種補貼」，「農
機具購入補貼」が加わり「三項補貼」となる 15）．さ

表 6　食糧・綿花の作付面積
単位：1,000ha

年次 食糧 綿花コメ 小麦
トウモロ

コシ
豆類 イモ類うち大豆 その他の豆

1995 110,060  30,744 28,860 22,776 11,232 8,127 3,105 9,519 5,422 
2000 108,463 29,962 26,653 23,056 12,660 9,307 3,353 10,538 4,041 
2005 104,278 28,847 22,793 26,358 12,901 9,591 3,311 9,503 5,062 
2006 104,958 28,938 23,613 28,463 12,149 9,304 2,845 7,877 5,816 
2007 105,999 28,973 23,762 30,024 11,708 8,801 2,907 7,902 5,199 
2008 107,545 29,350 23,704 30,981 11,988 9,225 2,762 8,057 5,278 
2009 110,255 29,793 24,425 32,948 11,785 9,339 2,446 8,088 4,485 
2010 111,695 30,097 24,442 34,977 11,053 8,700 2,353 8,021 4,366 
2011 112,980 30,338 24,507 36,767 10,367 8,103 2,265 7,998 4,524 
2012 114,368 30,476 24,551 39,109 9,405 7,405 2,000 7,821 4,360 
2013 115,908 30,710 24,440 41,299 8,893 7,050 1,843 7,727 4,162 
2014 117,455 30,765 24,443 42,997 8,824 7,098 1,726 7,544 4,176 
2015 118,963 30,784 24,567 44,968 8,433 6,827 1,605 7,305 3,775 
2016 119,230 30,746 24,666 44,178 9,287 7,599 1,689 7,241 3,198 
2017 117,989 30,747 24,478 42,399 10,051 8,245 1,806 7,173 3,195 
2018 117,038 30,189 24,266 42,130 10,186 8,413 1,774 7,180 3,354 
2019 116,064 29,694 23,728 41,284 11,075 9,332 1,743 7,142 3,339 
2020 116,768 30,076 23,380 41,264 11,593 9,882 1,711 7,210 3,169 
2021 117,631 29,921 23,567 43,324 10,121 8,415 1,705 7,333 3,028 

出所：『中国統計年鑑 2022』．

　　　　　　　　　

　14）田島（2005），池上（2012）．食糧 の 作付面
積に応じた支出が基本で，生産量もしくは販売量
に応じた支払いは少なく，かつ経済的に富裕な
地域ほど直接補助額は大きかったとされる（白
2022）．
　15）財政部「関於完善糧改政策的建議」（2001 



15

らに 2006 年には肥料，軽油の購入に対する「農
業生産資料総合直接補貼」16）が 加 わ り，「四項
補貼」として制度化されている 17）．農機具購入
補貼を除くこれらの補助金は，額は多いとはい
えないものの，「それまで国から搾取されるば
かりであった中国農民が，国から補助金を受け
取るようになった」（池上 2012）という意味で，
象徴的な事態であった．
　一方，21 世紀初頭の中国は食糧過剰基調にあ
り，とりわけ東北の場合にはトウモロコシが過
剰となり，2004 年 2 月には東北各省その他 27
都市で E10 ガソリン（バイオエタノールを 10％
含むガソリン）の使用が始まる（張 2014）．そ
して同年には全般的な需給緩和を背景に，食糧
流通の自由化が全国で行われる．同時にコメ主
産地に対しては最低価格買付制度（最低価収購）
の形で，事前に公示された価格を下回る場合に
は政府系備蓄企業による買付けが実施されるよ
うになる．
　最低価格買付制度は，特定作物の主産地（省）
を対象とする価格支持制度であり，2006 年に
なるとこの制度は小麦主産地に対しても導入さ
れ，コメに対する価格支持とともに現在に至る．
毎年作付に先立って国家発展和改革委員会を筆
頭（主弁単位）として財政部，農業農村部，国
家糧食和儲備局の連名で，対象品目および 50kg
あたりの最低買付価格が公布される．2018 年の
場合，具体的な実施計画については，これに中

国人民銀行（中央銀行），中国銀行保険監督管理
委員会が加わり，中央儲備糧管理集団公司を主
体として，関税割当にかかわる国家貿易の担い
手である中国糧油食品進出口総公司（中糧）な
どの中央企業および各省ごとの地方公司が参与
する形で作成されている 18）．
　表 7 で示すように，小麦，コメにかかわる最
低買付価格制度は実施地域が品目ごとに定めら
れ，実際の買付け・備蓄業務は省以下に委ねら
れる．主産地を対象とする価格支持制度である
が，最低買付価格の公示の影響は近隣の非主産
地にも及ぶ結果となる．華東地域に伍して東北
三省が中晩稲に対する価格支持の対象地域に並
ぶのは，1980 年代以降の稲作の北上とともに，
日本から導入した寒冷地稲作技術により東北が
ジャポニカ米の一大産地となったからにほかな
らない（李 2015）．
　主産地を対象とするコメ，小麦の価格支持制
度が始まる一方，2006 年末にはトウモロコシ需
給が逼迫し，バイオエタノール・プラントに対
する規制が始まる（田島 2009）．また 2008 年に
は折からの国際的な穀物価格の高騰を背景に，
中国はコメ，小麦，トウモロコシなどに輸出関
税を設けるなど，食糧情勢は緊張する．しかし
2008 年 9 月にはリーマンショックを引き金と
する世界金融危機が発生し，出来秋には一転し
て食糧価格は下落する．こうした市場変動を前
に，東北では 2008 年早々に前年産のトウモロコ
シを対象に，また同年の出来秋には大豆を対象
に，「中央儲備糧管理総公司」を担い手とする

「臨時買付保管」（臨時収儲．価格支持を兼ねた
臨時備蓄）の試行が始まる 19）．水田作物の中晩
稲を対象とする最低価格買付制度に畑作物のト

　　　　　　　　　

年 3 月 24 日），財政部，農業部関於印発「農作物
良種推広項目資金管理暫行弁法」的通知（2004 年
3 月 29 日），同「水稲良種推広補貼資金暫行弁法」
的通知（2004 年 4 月 5 日），同「農業機械購置補
貼専項資金使用管理暫行弁法」的通知（2005 年 2
月 25 日）．ただし農機具の購入に対する助成は農
家に直接支払われるわけではないなど，補助金の
形態は実際には多様である．
　16）財政部「関於種糧農民柴油化肥等農業生産
資料増支実行綜合直補的通知」（2006 年 3 月 28
日）．
　17）補助金制度の形成と財政支出の構造につい
ては，田島（2017 ｂ）に 2009 年までの数字であ
るが，項目別地方別の整理が行われている．

　　　　　　　　　

　18）国家発展和改革委員会，国家糧食和物資儲
備局，財政部，農業農村部，中国人民銀行，中国
銀行保険監督管理委員会「小麦和稲谷最低収購価
執行予案」2018 年 5 月 18 日．
　19）通説的にはいずれも 2008 年に始まるが（仇
ほ か 2021，葉・呂 2022），池上（2012）で は ト ウ
モロコシの「臨時買付保管」の開始を「2007 年度」，
大豆は「2008 年度」としている．
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ウモロコシと大豆に対する臨時買付保管が加わ
り，ここにおいて東北は，いわば農業保護の試
金石となった 20）．
　一連の保護措置の結果，2010 年代半ばにはコ
メ，小麦，トウモロコシの増産が実現する．一
方で価格支持の結果として 2013 年以降は国内
価格が輸入価格を上回り 21），トウモロコシの
場合には輸入増と再度の在庫増が生ずる．すな
わち WTO 加盟以降の一連の農業保護政策は，

「生産増，輸入増，在庫増」（三量斉増）と い う
形の矛盾を内包する結果となる 22）．他方で関税
割当の対象外であった大豆については，国内生
産の縮小と輸入拡大に歯止めがかからない状況
が続いた．
　2014 年 1 月に発せられた農政の最高指針たる
中共中央一号文件では，食糧価格の歪みが指摘

され，これを受け同年には，主産地である東北
を対象に，内外価格差を前に機能不全となった
大豆に対する価格支持に代わり，不足払い（目
標価格補貼）の試行が始まっている（阮 2015）．
あらかじめ決められた目標価格に対し農家の販
売価格（市場価格）が下回った場合，その差額
を補塡するという制度であり，これとあわせて
綿花を対象とする同様の制度が新疆ウイグル自
治区において試行された．また 2014 年末には，

「食糧安全省長責任制」のもと，各省に対し食
糧の生産・流通・備蓄について責任を負うよう
国務院より通達が発せられている 23）．
　2015 年になると，すでに「補貼」の形で制
度化されていた食糧生産農家全般に対する直
接補償や，優良品種の普及に対する補助，肥
料・軽油など農業資材の購入にかかわる補助
を整理統合する政策が始まる．こちらはむし
ろ農地の保全と規模拡大にかかわる構造調整
のための補助金とし，一部は農業金融の信用
保証の役割も担うよう制度の再編が行われ 
た 24）．

表 7　小麦・コメの最低買付価格実施案（2018 年）

小麦 早稲インディカ 中晩稲 *

実施地域 **
河北，江蘇，安徽，
山東，河南，湖北

安徽，江西，湖北，
湖南，広西

江蘇，安徽，江西，河南，
湖北，湖南，江西，四川

遼寧，吉林，黒竜江

実施時期 6 月 1 日から 9 月 30 日 8 月 1 日から 9 月 30 日 10 月 10 日から翌年 1 月 31 日 10 月 10 日から 2 月末
* 中晩インディカ，ジャポニカ品種．
** その他の省については，最低買付価格を実施するか否かは省政府の自主決定に委ねられている．
出所：国家発展和改革委員会，国家糧食和物資儲備局，財政部，農業農村部，中国人民銀行，中国銀行保険
監督管理委員会「小麦和稲谷最低収購価執行予案」2018 年 5 月 18 日．

　　　　　　　　　

　20）前農業農村部長の韓長賦は前職が吉林省省
長，前農業農村部副部長の韓俊は 2023 年 2 月現在
吉林省省長である．順調であれば韓俊の場合もト
ウモロコシ需給と農業保護にかかわる現場の実務
を経験し，中央政府の農業関係部門のトップに座
ることとなろう．
　21）元国家発展和改革委員会副主任 の 杜鷹 に よ
れば，小麦，コメ，大豆の国内平均価格は 2010 年
の段階で国際市場の FOB 価格を上回り，2013 年
には関税割当内の一次関税納税後の価格を上回る
ようになったという（杜 2017）．
　22）陳錫文元中共中央農村工作領導小組弁公室
主任の評価による（陳 2017）．

　　　　　　　　　

　23）国務院「関於建立健全糧食安全省長責任制
的若干意見」国発〔2014〕69 号．
　24）財政部，農業部「関於調整完善農業三項
補貼政策的指導意見」2015 年 5 月 13 日，農業部

「関於全面推開農業 “ 三項補貼 ” 改革工作的通知」
2016 年 4 月 16 日．このうち農家に対する直接支 
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　補助金政策の整備に前後し，東北において
トウモロコシの過剰在庫が顕在化する．毎年
出来秋に発せられてきた臨時買付保管の価格
が，2015 年には初めて引き下げられる事態と
なる 25）．これを受けて 2015 年 11 月 2 日には，
農業生産を主管する農業部によって，「鎌刀弯」
地域（内陸乾燥地域を囲む東北，華北，黄土高原，
西北，西南の畑作地帯）を対象とするトウモロ
コシの生産調整が提起される 26）．東北における
価格支持の結果として生じた再度の過剰在庫を
念頭に，これまでのトウモロコシ優先を改め，
非適作地域での転作，青刈りトウモロコシや飼
料作の導入による有畜複合化，さらには豆類や
雑穀との輪作を推進するという構想である．具
体的には，「鎌刀弯」地域のトウモロコシ作付面
積 1000 万ヘクタールあまりを対象に，約三分の
1 程度を生産調整に充てるというものである．
　こうした食糧情勢の変化と構造調整の必要
性を踏まえ，2016 年に入って提唱されたのが，

「農業供給側構造改革」と呼ばれる農政改革で
ある 27）．

　3.2　農業供給側構造改革
　同改革は，2015 年末の中央経済工作会議にお
いて習近平総書記によって提起された経済全般

に対する「供給側構造改革」を受け，そのフレー
ズにあやかって打ち出されたという側面は否定
できない 28）．ただし農業構造調整の課題は，上
記のようにトウモロコシ在庫と大豆輸入の拡大
という形で，2010 年代に入り徐々に農政当局の
意識するところとなっていたと考えられる．
　まず 2016 年 6 月には，これまでの東北産トウ
モロコシを対象とする臨時買付保管に代わり，
東北（遼寧省，吉林省，黒竜江省，および内モ
ンゴル自治区東部）のトウモロコシ生産農家を
対象とする「生産者補貼」が導入される 29）．こ
れは過剰備蓄をもたらした価格支持に代わる戸
別所得補償制度で，内外無差別の市場メカニズ
ムを前提とし，トウモロコシの作付けを希望す
る農家に対し一定額の補助金を支払うというも
のである．また前年に示された「鎌刀弯」地域
におけるトウモロコシを対象とする生産調整案
を 踏 ま え，「3 か ら 5 年」を 目途 に「東北冷涼
区」「北方農牧交錯区」におけるトウモロコシ・
大豆の輪作化，飼料作の導入，および雑穀・雑
豆との輪作化（黒竜江 16.6 万 ha，吉林・内モン
ゴル各 6.6 万 ha，，遼寧 3.3 万 ha）などの試行が
始まる．そして東北 4 省にかかわる「輪作補助」
として，中央政府による予算措置として 10a あ
たり 225 元の財政資金が投入されることとなっ 
た 30）．
　一連の農政改革措置を受け，2016 年 10 月に
は第 13 次 5 カ年計画の一環として，国務院の
通達という形で「全国農業現代化規画（2016-2020

　　　　　　　　　

払いについては，2016 年の段階で「農業支持保護
補貼」として統合され（財政部，農業部「農業支
持保護補貼資金管理弁法」2016 年 6 月 23 日），大
規模農家や家庭農場，農民合作社などの中間組織
体をも対象とする補助制度として今日に至る（田
島 2017b）．
　25）国家発展和改革委員会・国家糧食局・財政
部・中国農業発展銀行「関於 2015 年東北地区国家
臨時存儲玉米収購有関問題的通知」（2015 年 9 月
17 日）．
　26）農業部「関於 “ 鎌刀弯 ” 地区玉米結構調整
的始動意見」2015 年 11 月 2 日）．「鎌刀弯」地域
とは，具体的には河北，山西，内モンゴル，遼寧，
吉林，黒竜江，広西，貴州，雲南，陝西，甘粛，
寧夏，新疆の一級行政区を指す．
　27） 中共中央，国務院「関於深入推進農業供給
側結構性改革加快培育農業農村発展新効能的若干
意見」2016 年 12 月 31 日．

　　　　　　　　　

　28）供給側構造改革（供給側結構性改革）の 語
は 2015 年 12 月の中央経済工作会議における習近
平総書記の講話で初めて用いられ，2016 年 1 月に
出された中共中央，国務院の一号文件「関於落実
発展新理念加快農業現代化実現全面小康目標的若
干意見」においても同趣旨の内容が打ち出されて
いる．
　29）国務院の決定にもとづく財政部による試行
とされる（崔 2016）．
　30）農業部等「探索実行耕地輪作休耕制度試点
方案」（2016 年 6 月 29 日）．こ の「試行」に 関 す
る 2020 年段階での総括として，朱（2022）がある．
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年）」が示された．そこでは 2020 年を目標とす
る農業関係の指標として，小麦・コメの自給を
前提とし，トウモロコシの減反（2015 年の 3800
万 ha か ら 3333 万 ha），大豆 の 増反（同 653 万
ha か ら 903 万 ha），綿花 の 縮小（同 380 万 ha
から 333 万 ha）などの数字が示されている 31）．
このように供給サイドにかかわる一連の構造改
革が取り組まれる一方で，トウモロコシの過
剰在庫解消を目指す需要サイドの政策として，
2017 年 9 月にはバイオエタノールおよび E10 ガ
ソリンを全国に普及させる政策が，国家発展和
改革委員会など中央政府 15 省庁によって再度
打ち出されている 32）．
　あらかじめ述べておけば，中国では 2016 年末
を期して第三次農業センサス（農業普査）が行
われたが，その結果，従来の農業統計が前回セ
ンサス（2006 年末）の翌年である 2007 年に遡
る形で 2017 年まで修正される事態が生じてい
る．『中国統計年鑑』2018 年版（2018 年刊）で
示された修正値をそれ以前のデータと対照する
限り，従来の公表値の場合は食糧全体およびト
ウモロコシの作付面積および生産量が過少に評
価され，逆に豆類の作付面積，生産量は過大で
あった．すなわち「農業供給側構造改革」や「全
国農業現代化規画（2016─2020 年）」で想定され
ていた食糧需給計画や生産目標は，統計的な根
拠に欠けるものであったことになる．過剰在庫
やバイオエタノールをめぐる顛末が繰り返され
たことからも明らかなように，政策当局は当初
よりトウモロコシや大豆の需給状況についての
実態把握が遅れ，事後の対応に追われたとの印
象が強いが，基本となる統計データのレベルに
問題があったのである 33）．

　一方，2014 年に試行が始まった大豆および綿
花を対象とする不足払い制度のうち，東北の大
豆については結果的に失敗に終わり，これに代
わり 2017 年にはトウモロコシと同様の作付農
家を対象とする生産者補貼が行われることにな
る 34）．試行された不足払い制度は，農繁期の始
まる 4，5 月の段階で，4,500 元／トンという目
標価格が 3 年間にわたり提示されたが，出来秋
に判明する市価との差額は，翌年の 5 月によう
やく補償される状況であった．そもそも農家を
対象とする補助金は，経営権の流動化が行われ
ている場合には地代の積み増しとして，耕作に
従事しない請負経営権者に帰属する可能性が生
ずること（王・司 2021），また東北地域におい
てはトウモロコシや稲などの他作物との価格差
が大きく，示された目標価格ではこれらに対抗
できなかったこと，さらには国産大豆と輸入大
豆の用途が接近する場合には，輸入大豆によっ
て形成される実勢価格との差が大きすぎ，差額
を補塡するためには莫大な助成金が必要であっ
たことが指摘されている（杜 2017）．
　こうして東北では，2016 年にトウモロコシ生
産農家に対する生産者補貼（戸別所得補償制度）
と生産調整にかかわる輪作補助が，また 2017 年
には大豆を対象とする生産者補貼が始まってい
る 35）．そして 2017 年以降はトウモロコシと大
豆が同じ生産者補貼枠組みのもとに，後者の補

　　　　　　　　　

　31）国務院「関於印発全国農業現代化規画（2016
─2020 年）的通知」（2016 年 10 月 17 日）．
　32）国家発展改革委等 15 部門聯合印発「関於拡
大生物燃料乙醇生産和推広使用車用乙醇汽油的実
施方案」（発改能源 [2017]1508 号）．
　33）計画経済期の食糧管理制度は現物農業税と
供出義務を前提としたことから，当初より課税・
供出逃れにかかわる土地台帳のバイアスは不可避 

　　　　　　　　　

であった．補助金が土地台帳もしくは請負経営台
帳にもとづいて払われるようになるとともに，新
たにヤミ転用などによるバイアスも生じるように
なると判断される．いずれにせよ統計データの修
正自体，政策当局による実態把握にバイアスがあっ
たことを示すものであろう．
　34）新疆における綿花の不足払いは，引き続き
正式な制度として今日まで維持されている．
　35）より正確には，トウモロコシの生産調整に
かかわるモデル地域を対象に，「糧豆輪作」に対す
る「輪作補助」として 10a あたり 225 元の中央政
府補助金が加わり，大豆を含む輪作を実施した場
合には両者の補助金を享受できることから，東北
におけるトウモロコシの転作が進んだという（仇・
李・余 2021）．
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貼額が前者を上回る形で設定されている（表 8）．
　このうち黒竜江の生産者補貼の場合は全省で
統一した直接補助を試行し，吉林，遼寧，内モ
ンゴルでは各県ごとに行われ，また年次・地域
によって単位面積当たりの支払い額が異なるな
ど，取組みは各地で多様である．事前に補助金
額が示され出来秋までには農家に支払われる直
接補助の場合は，作付面積に与える影響が大き
く，一種のモラルハザードによる粗放的な土地
利用の可能性，すなわち見かけ上の作付面積の
拡大と単位面積当たりの収量の低下が可能性と
して指摘され（王・司 2021），水増し請求を防
ぐ手立てが求められる状況にあった 36）．
　東北におけるトウモロコシの生産調整は当初
2020 年までとされ（「全国農業現代化規画（2016-
2020 年）」），トウモロコシ・大豆を対象とする
生産者補貼は 2022 年まで確認されるが，後者
については相対価格の調整が毎年の如く行われ
るなど，最終的な評価については未だ予断を許

さぬといえよう．すでにみたトウモロコシ，大
豆の作付面積による限り，2020 年までは前者の
縮小，後者の拡大傾向は確認される．ただし食
糧需給のバランスは引き続き微妙で，2019 年 12
月には 2017 年 9 月に再開されたばかりのバイ
オエタノールの拡大政策が，原料価格の高騰か
ら 2 年足らずで実質的に中止となっている（『中
国能源報』2020 年 7 月 20 日）．2018 年に猖獗を
きわめたアフリカ豚熱は 2020 年には収まり，新
型コロナ対策には曲折があったが，2022 年の中
国ではウクライナ問題が重なり，餌価格の高騰
が懸念される事態となっていた．
　こうした「農業供給側構造改革」以降も続く
大豆さらにはトウモロコシの不足傾向，輸入依
存の拡大は，全国的な課題として政策当局によっ
て認識されるところとなり，2021 年末に行われ
た全国農村工作会議では，華北，西北，西南地
域においてトウモロコシと大豆の間作栽培（帯
状複合種植）を普及させる方針が打ち出され，
2022 年党中央一号文件に盛り込まれる形で全国
に発信される事態となっている 37）．そしてこれ　　　　　　　　　

　36）黒竜江省財政庁等五部門「関於印発＜黒竜
江省 2020-2022 年玉米和大豆生産者補貼工作実施
方案＞的通知」（黒財経〔2020〕57 号），吉林省財
政庁，発展和改革委員会，農業農村庁，糧食和物
資儲備局関於印発「吉林省玉米和大豆生産者補貼
実施方案」（吉財糧〔2020〕419 号）．

　　　　　　　　　

　37）「大豆玉米帯状複合種植技術」（中共中央，
国務院「関於做好 2022 年全面推進郷村振興重点工
作的意見」2022 年 1 月 4 日）．

表 8　東北における大豆・トウモロコシ生産者補貼額の推移（2017─2020 年）
単位：元 /ha

黒竜江 吉林 遼寧 内モンゴル
大豆 トウモロコシ 大豆 トウモロコシ 大豆 トウモロコシ 大豆 トウモロコシ

2017 2,595 1,995 3,960 2,400 2,385 1,905 2,250 1,950 
2018 4,800 375 5,625 1,575 2,955 1,395 3,450 1,500 
2019 3,825 450 3,000 765 3,360 1,170 3,525 1,500 
2020 3,570 570 4,500 1,470 3,810 990 3,165 1,980 

注：�黒竜江省は全省統一標準，その他の 3 省は各県で決められ，遼寧省の場合は補貼額と補貼面積より導出，
吉林省と内モンゴル自治区は各県の平均．

出所：�王新剛，司偉「大豆補貼政策改革実現大豆拡植了嗎？──基於大豆主産区 124 個地級市的実証」『中
国農村経済』2021 年 12 月号．
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を受け，農業農村部によって各地のひな形 38）が
示されるとともに，これにかかわる補助金制度
もあわせて実施される事態となっている 39）．
　これはすなわち，大豆のみならずトウモロコ
シの輸入拡大に歯止めをかけるべく，従来は東
北に集中していた生産者補貼，輪作補助を，大
豆とトウモロコシの間作を対象として全国的に
拡げる政策である．補助金の対象を全国の畑作
地域に広げ，大豆とトウモロコシの増産という
一石二鳥を狙った奇策であるが，複雑な土地利
用は管理コストや収穫の手間暇に鑑み，人口・
労働力流失が続く中国農村にあって，果たして
適正な技術選択の方針であるのか否か，各地で
の取組みに即した立ち入った議論が必要であろ
う 40）．

4　小豆・緑豆産地の立地変動

　4.1　「東北系」と「天津系」
　2016 年前後に始まる「農業供給側構造改革」
は，構造改革といっても日本的な担い手育成や
圃場整備をめぐる政策というよりは，主要には
内外価格差の原因である東北におけるトウモロ
コシ，大豆に対する価格支持を生産者補貼（戸
別所得補償）に改めるとともに，トウモロコシ

の生産調整にかかわる「輪作補助」の試行を通
じ，トウモロコシ過剰と大豆輸入の拡大に対す
る調整を目指したものであった．そもそも市価
を維持するための買付けは備蓄に回され，後に
放出されることから，豊凶の如何と運用の如何
では，財政的な収益となる可能性がある．他方
で生産者補貼や輪作補助は農家に対する直接補
償であり，財政資金の投入が膨大になると予想
されるため，この改革および試行が，農業保護
の試金石にして矛盾の集中する東北に限定され
たのは，理解できることであった．
　トウモロコシ，大豆を対象とする直接補償
は，農業生産費論的には，これらの作付を条件
とする一種の労賃もしくは地代の積み増しでも
あり，土地利用の重なる東北の雑穀・雑豆生産
にとっては，直接・間接の逆風になり，他方で
雑穀・雑豆の導入に対する輪作補助は追い風に
なったと考えられる 41）．表 9 では，東北（黒竜
江省および内モンゴル自治区）をはじめとして
多くは辺疆地域に立地する農墾系国有農場 42）の
データを引用し，トウモロコシと大豆の増勢と，
これらに対する「その他の豆」の縮小状況を示
した．1985 年の雑豆に対する食糧管理体制の緩
和以降，いんげんや小豆は黒竜江省の国有農場
などにおいて輸出指向型の商品生産が行われ，
日系企業などを対象とする契約栽培も実施され
てきた（石塚 2016）．しかし国有農場における「そ
の他の豆」の生産量は，主要食糧・大豆に対す
る農業保護が本格化する 2005 年以降，「農業供
給側構造改革」と前後して 2014，16 年にしばし
の盛り返しをみせたものの，長期的には減少傾
向が続く．
　すでに論じたように，同じ雑豆といっても，

　　　　　　　　　

　38）農業農村部「全国大豆玉米帯状複合種植技術
模式図」（2022 年 1 月）http://www.moa.gov.cn/gk/
nszd_1/2022/202201/P020220126618153172603.pdf．
　39）江蘇省の場合，10 アールあたり中央政府よ
りの 225 元の補助金をベースに，省レベルでこれ
に 255 元上乗せして支払われることになった（江
蘇省農業農村庁，江蘇省財政庁「江蘇省関於扶持
大豆玉米帯状複合種植推広工作有関政策的通知」
2022 年 4 月 24 日）．こ れ に 対 し 陝西省 の 場合 は
225 元とされるなど（陝西省人民政府弁公庁「関
於進一歩抓好春季農業生産的通知」（2022 年 4 月
29 日），補助金額は各地で異なる可能性がある．
　40）既述のように 2015 年 11 月に農業部により

「鎌刀弯」地域を対象とするトウモロコシの生産調
整が示され，「農業供給側構造改革」につながった．
今回の大豆・トウモロコシ間作栽培に対する奨励
措置は，基本的に東北以外の「鎌刀弯」地域が対
象と理解される．

　　　　　　　　　

　41）ただし雑穀・雑豆生産にとって，財政面の
みならず金融面，農業保険の面でも主要食糧に対
する劣勢が指摘される（韓・宋 2019）．
　42）人民共和国建国後に除隊した兵士を組織し
て辺疆の開墾活動に従事した「農墾部」系の国有
農場を指し，このほかにも公安関係の国有農場な
どもあると考えられる．
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えんどう，緑豆，小豆，いんげんでは比較劣位
化の位相は異なり，品目や市況によって，また
地域ごとに様相が異なることが予想される．ま
ず表 10 では，各省ごとのデータがとれる小豆
の作付面積に着目し，この間の小豆産地の変遷
を跡づけ，それを受けて表 11 では，産地ごと
の生産量の変化を確認する．その場合，日本の
東京商品取引所によって与えられた定義 43）に従

い，「東北赤小豆」の産地として知られる黒竜
江省，吉林省，遼寧省，内モンゴル自治区を「東
北系」，「天津赤小豆」の産地として知られる河
北省，山東省，山西省，陝西省 を「天津系」の
区分で捉え，この間の小豆産地の変遷を跡づけ
る．東北の場合はこの間に展開された「農業供
給側構造改革」の影響を，直接的に受けた地域
と考えられる．
　計画経済期の小豆は，既述のように LT 貿易
の 目玉商品 と し て 中国糧油食品進出口総公司

（中糧）および同天津分公司，のちに同河北分公
司のもとで，天津市，河北省を中心に産地形成
が行われた（劉鳳華 2016）．これに対し東北の
場合は「満洲国」期以来の歴史を有するとはい 

表 9　農墾系国有農場におけるトウモロコシおよび豆類生産の推移
単位：万トン，％

年次 食糧 トウモロコシ 豆類 大豆 その他の豆 豆類 / 食糧
2000 1,465.2 147.4 200.6 184.5 16.1 13.7
2004 1,666.2 337.0 226.3 202.4 23.9 13.6
2005 1,859.0 389.4 224.5 194.4 30.1 12.1
2006 2,055.6 417.1 188.0 163.1 24.9 9.1
2007 2,162.3 479.8 154.7 133.2 21.5 7.2
2008 2,421.5 574.2 196.0 170.8 25.2 8.1
2009 2,773.2 722.0 215.6 205.8 9.8 7.8
2010 2,953.3 809.2 206.0 195.1 10.9 7.0
2011 3,198.7 910.2 170.1 155.7 14.4 5.3
2012 3,371.8 1,063.8 130.2 121.5 8.7 3.9
2013 3,419.9 1,099.6 98.3 89.5 8.8 2.9
2014 3,538.1 1,170.8 159.5 149.5 10.0 4.5
2015 3,667.5 1,280.8 150.7 143.2 7.5 4.1
2016 3,483.2 1,035.8 176.7 166.0 10.7 5.1
2017 3,515.2 933.4 236.8 228.5 8.3 6.7
2018 3,652.8 1,200.7 174.0 167.9 6.1 4.8
2019 3,441.1 1,043.8 216.3 210.1 6.2 6.3
2020 3,562.7 1,101.2 246.7 240.7 6.0 6.9
2021 3,876.0 1,335.3 208.3 202.5 5.8 5.4

出所：�『中国農村統計年鑑』各年版．ただし 2016 年農業センサスにもとづくデータの遡及修正は行
われていない．

　　　　　　　　　

　43）東京商品取引所「小豆の受渡しに係る規程等
の変更について」（2014 年 5 月 16 日）．本規定は天津
産小豆が実態として存在しなくなった事態，および
カナダ産小豆が輸入拡大とともに受渡供用品として
登場した事態を踏まえ，改訂されたと考えられる．
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え 44），小豆の全国的な産地となるのは，いんげ んとともに 1980 年代半ば以降である（張 2016）．
　表 10 で示したように，今世紀のはじめにおい
て，「東北系」と「天津系」は合計した作付面積
において全国の四分の三を占めるなど，いわば
中国を代表する小豆産地であった．とりわけ「東
北系」は作付面積において全国の 60％以上を占
める主産地であり，日系をはじめ中国に立地す
る加糖餡企業の場合には，原料小豆の調達は基
本的に東北に依存する状況が今日まで続く 45）．

　　　　　　　　　

　44）細野（1955）．ただし満鉄資料編輯出版委員
会編『中国館蔵満鉄資料聯合目録』東方出版中心，
2007 年，全 30 巻の 18 巻に，農業関係の刊行物の
うち豆類・珈琲の項目が網羅されているが，雑豆
と銘打った資料は満洲農産物検査所の緑豆および
小豆に関する品質調査報告がそれぞれ 1 冊確認さ
れるのみである．

表 10　主要省別小豆作付面積
単位：ha，％

年次
作付面積

全国 黒竜江 吉林 遼寧 内モンゴル 「東北系」* 計 同全国比 河北 山東 山西 陝西 「天津系」* 計 同全国比
2002 272,330 116,900 17,600 11,000 29,500 175,000 64.3 16,640 1,950 11,770 7,000 37,360 13.7
2003 225,890 81,800 26,200 12,130 22,900 143,030 63.3 14,550 1,530 8,510 1,700 26,290 11.6
2004 217,350 83,400 14,600 11,800 28,700 138,500 63.7 13,690 1,220 8,250 1,300 24,460 11.3
2005 236,570 78,500 27,000 15,700 34,320 155,520 65.7 14,000 1,060 7,390 2,000 24,450 10.3
2006 220,980 80,490 15,790 9,750 38,840 144,870 65.6 10,810 920 6,940 4,800 23,470 10.6
2007 192,040 71,970 12,110 4,050 30,970 119,100 62.0 10,900 1,170 7,450 10,770 30,290 15.8
2008 178,440 63,030 11,480 5,750 27,990 108,250 60.7 10,810 1,110 7,830 4,640 24,390 13.7
2009 153,340 54,250 9,450 4,550 22,040 90,290 58.9 7,740 810 8,050 3,640 20,240 13.2
2010 145,120 44,630 7,730 2,960 20,540 75,860 52.3 6,700 910 8,990 3,790 20,390 14.1
2011 139,720 47,740 8,080 2,470 23,980 82,270 58.9 5,490 1,020 7,000 5,190 18,700 13.4
2012 114,800 26,960 8,170 3,200 18,680 57,010 49.7 5,070 1,360 6,890 8,140 21,460 18.7
2013 125,690 26,730 11,220 3,280 24,500 65,730 52.3 4,160 1,350 7,860 7,340 20,710 16.5
2014 128,210 33,980 10,950 1,730 17,740 64,400 50.2 4,190 1,410 9,930 16,430 31,960 24.9
2015 122,940 38,950 8,560 1,610 14,810 63,930 52.0 3,420 940 10,290 15,120 29,770 24.2
2016 180,990 91,550 6,600 2,350 19,370 119,870 66.2 3,550 670 10,550 13,930 28,700 15.9
2017 221,110 123,980 8,340 4,680 22,440 159,440 72.1 3,460 740 10,890 13,720 28,810 13.0
2018 182,430 85,250 8,290 3,450 17,370 114,360 62.7 4,620 730 11,810 13,580 30,740 16.9
2019 159,200 64,800 7,100 2,800 17,700 92,400 58.0 4,900 700 10,900 13,500 30,000 18.8
2020 134,700 49,300 5,000 2,200 13,200 69,700 51.7 4,600 700 6,400 13,600 25,300 18.8
2021 152,500 66,700 5,700 2,000 13,600 88,000 57.7 4,600 700 4,600 17,100 27,000 17.7

* 東京商品取引所「小豆の受渡しに係る規程等の変更について」（2014 年 5 月 16 日）では，「カナダ産赤小豆」
を先物取引における受渡供用品に追加するとともに，中華人民共和国産赤小豆を「天津赤小豆」と「東北産
赤小豆」に区分し，前者の産地を河北，山東，陝西，山西の各省，後者を黒竜江，吉林，遼寧の各省および
内モンゴル自治区と定義している．
出所：�2002 年から 2018 年までは国家数拠 https://data.stats.gov.cn/index.htm．ただし 2007 年から 2017

年までは第三次全国農業普査（2016 年）の結果にもとづき従来の公表値が遡って修正されている．
2019 年以降は『中国農村統計年鑑』各年版．
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　一見して明らかなように，基本的に東北の変
動が全国の変動に強く反映される．とりわけ作
付面積，生産量ともに全国の 4 割程度のシェア
を占める黒竜江省の場合は，主要にはコメおよ

びトウモロコシ，ついで大豆に対する価格支持
の影響で，小豆の作付面積は 2015 年までほぼ一
貫して減少する．そして 2016 年の「農業供給側
構造改革」の結果，トウモロコシの作付が調整
されたことで一時的に回復するが，2019 年以降
は再び縮小する．内モンゴル自治区の小豆も同
様に 2015 年まで作付面積の減少がみられたが，
2016 年以降に回復をみせつつ 20 年以降は低迷
が続く．今世紀初めには一定のシェアを有して
いた吉林省，遼寧省の場合は，同様の変動を経て，
現状では縮小傾向にあるというべきであろう．
　これに対し「天津系」の小豆は，今世紀初め

　　　　　　　　　

　45）石塚（2016），坂上・塩原・川口（2019）．
中国雑豆研究会による北京，大連，山東での加糖
餡企業を対象とするインタビュー調査においても，
原料小豆は基本的に黒竜江産であった．ちなみに
加糖餡は TPP 後に加糖調製品として農畜産業振興
機構による価格調整の対象となったが，輸入行為
そのものは規制の対象外である．

表 11　主要省別小豆生産量
単位：トン，％

年次
生産量
全国 黒竜江 吉林 遼寧 内モンゴル 「東北系」* 計 同全国比 河北 山東 山西 陝西 「天津系」* 計 同全国比

2002 384,600 140,000 64,200 12,100 29,100 245,400 63.8 15,700 3,500 15,700 6,000 40,900 10.6
2003 336,000 115,000 66,000 17,000 25,600 223,600 66.5 15,000 3,100 10,600 1,500 30,200 9.0
2004 300,300 116,000 25,900 11,000 27,000 179,900 59.9 14,900 2,600 10,300 1,500 29,300 9.8
2005 353,300 117,000 60,300 23,000 43,400 243,700 69.0 13,300 2,500 4,700 1,800 22,300 6.3
2006 364,600 152,100 40,000 14,900 44,900 251,900 69.1 12,700 1,800 5,700 2,800 23,000 6.3
2007 275,900 116,600 22,200 9,400 20,100 168,300 61.0 9,300 2,200 7,000 16,000 34,500 12.5
2008 280,800 100,600 31,700 10,500 38,500 181,300 64.6 10,700 2,100 4,800 5,700 23,300 8.3
2009 229,800 84,600 18,500 4,200 23,600 130,900 57.0 5,400 1,500 6,000 5,000 17,900 7.8
2010 219,700 67,000 19,200 5,700 20,600 112,500 51.2 6,100 1,800 8,200 5,100 21,200 9.6
2011 248,100 118,300 10,300 4,900 31,000 164,500 66.3 6,900 2,500 8,200 7,100 24,700 10.0
2012 193,000 60,900 9,000 6,400 25,100 101,400 52.5 6,400 3,200 9,200 11,200 30,000 15.5
2013 185,100 48,800 16,200 6,300 20,700 92,000 49.7 5,800 3,100 10,500 8,300 27,700 15.0
2014 190,300 52,900 18,300 3,300 21,800 96,300 50.6 5,800 3,800 11,000 19,900 40,500 21.3
2015 175,700 57,400 14,600 3,200 20,100 95,300 54.2 4,700 2,400 10,500 10,200 27,800 15.8
2016 275,400 142,300 14,200 5,600 28,500 190,600 69.2 5,800 1,500 10,900 16,600 34,800 12.6
2017 360,000 193,500 17,800 9,300 39,500 260,100 72.3 5,800 1,700 11,800 17,000 36,300 10.1
2018 277,900 119,000 8,900 7,500 25,500 160,900 57.9 8,000 1,700 14,300 16,900 40,900 14.7
2019 240,000 95,000 9,000 5,000 25,000 134,000 55.8 8,000 2,000 14,000 17,000 41,000 17.1
2020 208,000 71,000 6,000 4,000 20,000 101,000 48.6 8,000 2,000 10,000 17,000 37,000 17.8
2021 232,000 96,000 7,000 4,000 22,000 129,000 55.6 8,000 2,000 6,000 22,000 38,000 16.4

*「東北系」，「天津系」の定義については表 10 を参照．
出所：�2002 年から 2018 年までは国家数拠 https://data.stats.gov.cn/index.htm．ただし 2007 年から 2017 までは第三

次全国農業普査（2016 年）の結果にもとづき従来の公表値が遡って修正されている．2019 年以降は『中国農
村統計年鑑』各年版．
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には全国の 8 分の 1 程度の存在にとどまった
が，2014 年以降は作付面積において変動しつつ
拡大し，全生産量もむしろ堅調である．とりわ
け陝西省の場合は 2002 年の段階ではマイナー
な産地であったのが，2007 年以降，作付面積お
よび生産量とも大きく伸ばし，今日では「天津
系」を代表する存在になっているといっても過
言ではない．山西省もこれに準じたが，2018 年
をピークに縮小傾向に歯止めがかからない．一
方で 20 世紀には「天津系」の主産地を代表した
河北省の場合は（劉鳳華 2016），すでに往年の
勢いはない．青島よりの輸出に至便な山東省も，
小豆産地としては見る影もない．食糧大省であ
る河北，山東両省においては，表 7 でみたよう
に冬小麦の価格支持が行われるとともに，大豆
またはトウモロコシとの二毛作も機械化が推進
されるなど，雑豆生産は限界的な地位にとどま
る．天津市さらには遼寧省を含め，総じて沿海
地域ほど小豆生産は縮小し，逆に西北の内陸部
に位置する陝西省が，「天津小豆」のメッカと
して浮上したと考えられる．
　「東北系」と「天津系」の位相の違いは，耕
地面積と農家当たりの平均耕地面積の相違から
もうかがわれる．表 12 では末端の農家請負台
帳にもとづき作成される「統計報表」（統計台
帳）のデータを示した．農家数でこそ「天津系」
が「東北系」を圧倒するものの，耕地面積にし
ろ平均耕地面積にしろ，後者は前者を大きく上
回る．かつ陝西省の場合は同じ「天津系」にあっ
ても，立地論的にはより辺境である．陝西省の
農家は 2020 年段階の平均規模で 0.54ha，これに
対し「東北系」の黒竜江省は 1.63ha，内モンゴ
ル自治区の場合は 1.78ha と，作付の規模のみな
らず集荷コストの面で，陝西省の農家にとって
不利な状況にあることは否めない 46）．しかし陝
西省の属する「天津系」の場合は，既述のよう
に計画経済期以降，中糧天津分公司，のちに河

北省分公司の系統で産地形成がすすみ，陝西産
小豆の場合も「多くは河北，天津など外地の貿
易部門によって買付け・輸出」されてきた（梅
ほか 2009）．
　2016 年末に行われた中国の農業センサスによ
れば，小豆の作付面積で全国の上位 100 県のう
ち，陝西省の場合は楡林市傘下の楡陽区，横山
区，神木県，府谷県，靖辺県，米脂県，佳県，
清澗県，子洲県の 9 県区がランクインしてい 
る 47）．いずれも内モンゴル自治区西部の乾燥地
帯に続く黄土高原に位置し，かつては中国共産
党の根拠地にして，乾燥・半乾燥の条件不利地
が多い．「アワと鉄砲」で表現されるように，伝
統的に雑穀・雑豆を主体とする乾地農法 48）が行
われ，雑豆生産は雑穀や馬鈴薯とは競合するも
のの，小麦，トウモロコシの主要食糧や大豆と
作付を争う地域では，必ずしもない 49）．
　そもそも陝西省の場合は，小麦，コメを対象
とする価格支持が行われている地域ではなく

（表 7），またトウモロコシや大豆を対象とする
生産者補貼や生産調整にかかわる補助金にして
も，既述のように 2022 年 4 月に始まる大豆・ト
ウモロコシの間作に対する助成にとどまる．つ
まり小豆や緑豆の作付にあたり，「機会費用」す
なわちトウモロコシ，大豆を作付けした場合の
補助金を含む機会収益を考慮せざるを得ない黒
竜江省，内モンゴル自治区とは，要求する価格
もしくは労賃・地代の水準は，自ずから異なる
ことが予想される．

　　　　　　　　　

　47）国務院第三次全国農業普査領導小組弁公室・
国家統計局編著（2021）『第三次全国農業普査主要
農産品地区分布図集』中国統計出版社．
　48）華北の乾地農法地域では，かつては手作業
による中耕作業に依拠する 2 年 3 作の集約的な農
業が行われ（熊代 1967），陝西省の黄土高原地域
では今日に至るも雑穀・雑豆が馬鈴薯とともに多
く栽培されている．
　49）2013 年夏に中国雑豆研究会が実施した現地
調査 お よ び 西北農林科技大学，楡林市農業科学研
究院 の 関係者 と の 意見交換（2022 年 10 月 28 日）
による．

　　　　　　　　　

　46）もちろん各農家の保有面積が 1,000 ヘクター
ルを越えるカナダの産地とは（（公財）日本豆類協
会 2019），もとより比べるべくもない．
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　4.2　「天津小豆」の対日輸出
　同じ小豆ではあっても，「東北系」，「天津系」
では栽培する品種も歴史的に棲み分けられてき
たと考えられる．表 13 では，「東北系」を代表
する産地として黒竜江省，「天津系」を代表す
る新興産地として陝西省を例に，現地の研究者
との意見交換で得られた結果を一覧表示する．
黒竜江省の研究者によれば，黒竜江の小豆産地
は大きく東西に二分される．東部の場合は「宝
清紅」や農墾系の国有農場で知られる宝清県が，
これに対し西部はいわば新たな産地で，大慶地
区に属する林甸県や杜蒙県が代表的である．こ
のうち「宝清紅」は，1986 年の段階で県の対外
貿易部門によって確認された粒の大きな在来品
種で，国家認証を経てブランド化し，国有農場
での取組みを含め，1980 年代半ば以降の宝清県
における小豆の産地化を支えてきた 50）．これに
対し黒竜江省西部地域の場合は，21 世紀以降の

東部地域における農業構造の変化に伴って形成
された産地と考えられ，むしろ「珍珠紅」のよ
うな中小粒の小豆を栽培している 51）．ただし近
年では両地域とも，黒竜江省農業科学院の系統
で育成された品種も多く栽培されるようになっ
ている（田嶋 2014 資料 5 を参照））．
　一方，陝西省の研究者によれば，同省の主要
品種は「朱砂紅」などのやや小ぶりな「天津系」
の伝統品種（劉鳳華 2016）や地場の品種，河北
省の農業試験研究機関（唐山市や保定市のレベ
ルの農業科学研究所を含む），北京農学院といっ

　　　　　　　　　
　50）ブランド化も含めた同県における産地形成
とその後の農業構造の変化については，李（2016a）
に詳しい．
　51）2013 年 7 月 に 林甸県人民政府 よ り 聴取 し
た段階では，同県における作付品種として「宝清
紅」「天津紅」「紅珍珠」ﾏﾏなどが挙げられた（田
嶋 2014 資料 1）．

表 12　家庭請負農家 * 数および同耕地面積（2020 年末）
単位：万世帯，万 ha，ha

家庭請負
農家数 a

同耕地面
積ｂ

平均耕地
面積 b/a

全国 22,041.0 10,411.1 0.47
「東北系」** 黒竜江 464.2 757.8 1.63

吉林 373.6 450.8 1.21
遼寧 563.5 358.1 0.64
内モンゴル 377.0 670.5 1.78
計 1,778.2 2,237.3 1.26

「天津系」** 河北 1,209.4 539.6 0.45
山東 1,835.8 616.4 0.34
山西 548.2 344.7 0.63
陝西 661.1 356.3 0.54
計 4,254.5 1,857.0 0.44

* 中国語で「家庭承包経営戸」．
**「東北系」，「天津系」の定義については表 10 を参照．
出所：�農業農村部政策与改革司編『2020 年中国農村政策与改革統計年報』

中国農業出版社，2021 年．
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た研究教育組織で開発された「天津系」の品種
で，さらには吉林省農業科学院で開発された品
種の名も挙がる．つまり品種面においても，計
画経済期の「天津系」にはじまり，改革開放期
には「宝清紅」とともに黒竜江省東部が産地化
し，さらに 21 世紀に入るとこれが黒竜江省西
部と陝西省という，いわばより限界的な地域に
小豆産地が移動し，あわせて全般的な品種の小
粒化，もしくは「天津系」への回帰が進んでい
るということになろう．
　こうした「東北系」「天津系」の置かれた位
相の違いを確認すべく，表 14 では日本の商社
による中国産小豆の「共同購入」にかかわる買
付状況の推移を示し，あわせて日本種（エリモ
ショウズ）の開発輸入によるカナダ産小豆の契
約栽培価格を，参考までに示した．この場合の

「共同購入」とは，製餡業界や菓子業界などの実
需者と輸入商社が共同して雑豆を買い付ける方
法で，1985 年に始まる（雑穀輸入協議会 1998）．
中国側の窓口は中国糧油食品進出口総公司（中
糧），および河北・天津の糧油公司で，小豆輸
入割当数量 52）の 20％の枠で始まっている（冷
1999）．ただしこの場合の「天津小豆」とは，現
状では天津産はすでになく（劉鳳華 2016），陝

西産および河北省廊坊市，同文安県などで集荷，
選別された「天津系」の小豆ということになろ
う 53）．
　「東北系」を 代表 す る「宝清小豆」が 数量・
価格ともに「天津小豆」に圧倒されるとともに，
2015 年には契約自体が見送られ，2016 年の「農
業供給側構造改革」以降 も，「共同購入」の 対
象がもっぱら「天津小豆」に絞られていく状況
がみてとれよう．「宝清小豆」に代表される「東
北系」と「天津小豆」の品種特性を考慮する必
要があるが，近年における日本の「共同購入」
は基本的に陝西省産の属する「天津小豆」に集
中している点に特徴がある 54）．
　一方，ここではカナダからの契約輸入が 2012
年に登場する．当初の段階でカナダ小豆は価格
競争力に劣っていたものの，2013 年下半期以降
は価格優位性（中国にとっては劣位性）を示す
ようになり，2016 年の「供給側構造改革」以降
はしばらく劣位にあった．しかし 2018 年に発足
した TPP の加盟国として，カナダは 10％の割
当関税（一次関税）を免ぜられることになり，

　　　　　　　　　
　53）2022 年 12 月 2 日 に 実施 し た 日系貿易企業
に対するインタビュー調査による．
　54）雑穀輸入協議会「雑豆等の輸入統計（豆種別・
国別統計）」各年版，および同「雑豆等に関する資
料（海外の主な生産状況・輸入統計）」各年版を参
照．

表 13　黒竜江省および陝西省における小豆品種の現状

黒竜江省西部 ( 中小粒 ) 黒竜江省東部（中大粒） 陝西省
在来種 東北大紅袍，珍珠紅 宝清紅，農安紅，農墾紅小豆 天津紅小豆（朱砂紅），甘泉紅

小豆，神木紅小豆，佳県紅小豆，
延安紅小豆

育成種 竜小豆 5 号，同 7 号，同 8 号，同 16 号，同 17 号，同 18 号，瑞
豊 1 号

冀紅 9218，冀紅小豆 4 号，同 5
号，同 16 号，同 18 号，京農 5
号，吉紅 7 号．

出所：�黒竜江省農業科学院（2022 年 9 月 14 日），西北農林科技大学，楡林市農業科学研究院（2022 年 10 月
28 日）の研究者との意見交換にもとづき作成．

　　　　　　　　　
　52）GATT ウルグアイ・ラウンドの合意後は関
税割当数量．
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表 14　日本の対中「共同購入」* と対カナダの契約栽培（C&F 価格／ MT）

年度 天津小豆 宝清小豆 購入数量 カナダ契約栽培価格
数量（MT) 価格（ドル ) 数量（MT) 価格（ドル ) 数量（MT) 価格（ドル )

2009 年上期 1,484 920 300 950 1,784 
同下期 1,136 990 242 1,100 1,625 

297（旧穀） 920 － －
2010 年上期 0 1,920 → 1,780 0 － 契約見送り
同下期 1,369 1,380 252 1,440 1,621 
2011 年上期 1,914 1,380 252 1,470 2,166 
同下期 2,251 1,250 231 1,350 2,482 
2012 年上期 2,270 1,130 210 1,230 2,480 1,495 
同下期 2,628 1,240 252 1,340 2,880 
2013 年上期 2,277 1,300 220 1,400 2,497 1,495 
同下期 2,000 1,800 164 1,700 2,164 
2014 年上期 1,740 1,790 60 1,810 1,800 1,500 
同下期 1,759 1,350 105 1,460 1,884 
2015 年上期 520 1,750 0 1,850 520 1,450 
同下期 1,180 1,570 0 1,610 1,180 
2016 年上期 1,330 1,525 0 1,330 1,350 
同下期 2,111 1,310 0 2,111 
2017 年上期 1,913 1,190 0 1,913 1,400 
同下期 2,138 1,140 0 2,138 
2018 年上期 1,908 1,200 0 1,908 1,475 
同下期 2,685 1,380 0 2,685 
2019 年上期 2,721 1,380 0 2,721 1,475 
同下期 2,499 1,380 0 2,499 
2020 年上期 2,646 1,380 0 2,646 1,475 
同下期 1,600 1,755 0 1,600 
2021 年上期 1,173 2,195 0 1,173 1,685 

382 2,095 0 382 
同下期 2,278 1,985 0 2,278 
2022 年上期 1,980 2,495 0 1,980 2,060 
同下期 3,000 1,850 0 3,000 
* 本文を参照．なお令和 2 年度（2020 年度）には，2021 年 3 月 31 日を通関期限とする関税割当枠の公表が
3 次にわたり行われている．
出所：『貿易日日通信』雑穀・油糧版，2022 年 5 月 18 日，12 月 20 日にもとづき作成．
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直後の 2019 年上期以降，対中優位の構造が定着
するといって差し支えないであろう．長期的に
みて，カナダの TPP 加盟は中国産小豆にとって
ボディブローのように効いていくこととなろう．
　中国産小豆の場合，このようにカナダという
ライバルが登場し，輸入が増え貿易特化係数も
低下しつつあるとはいえ，陝西省産をはじめと
する「天津小豆」が「共同購入」の対象品目と
して残っているという意味で，他の雑豆とは状
況が異なる．すでに述べたように日本，さらに

は韓国という比較的高価な小豆を毎年関税割当
枠内で一定量を輸入する相手国があることか
ら，カナダに伍して陝西省を中心に輸出向けの
産地形成が進んだということでもあろう．
　この点を確認すべく，同一地域を対象に，小
豆の競合作物である緑豆の作付状況を補足的に
みておく（表 15）．既述のように中国の緑豆は，
伝統的に小豆以上に摂取されてきた雑豆であ
り，今日においても小豆の倍以上の作付面積を
有する．東北 4 省が全国の約半数の作付面積を

表 15　主要省別緑豆作付面積
単位：ha，％

年次 作付面積
全国 黒竜江 吉林 遼寧 内モンゴル 「東北系」* 計 同全国比 河北 山東 山西 陝西 「天津系」* 計 同全国比

2002 970,550 82,800 139,400 11,900 285,100 519,200 53.5 32,310 12,770 63,030 64,610 172,720 17.8
2003 932,560 45,300 151,500 16,070 255,370 468,240 50.2 26,770 12,470 50,650 39,500 129,390 13.9
2004 698,910 47,400 81,100 15,600 185,200 329,300 47.1 21,480 12,050 46,470 29,200 109,200 15.6
2005 708,160 43,100 96,800 16,700 178,580 335,180 47.3 20,080 9,110 28,720 23,800 81,710 11.5
2006 547,020 48,220 24,050 9,890 179,780 261,940 47.9 17,610 5,070 32,350 21,800 76,830 14.0
2007 742,370 44,170 127,230 14,250 242,670 428,320 57.7 17,730 5,240 41,140 26,960 91,070 12.3
2008 741,300 43,690 140,660 9,820 222,950 417,120 56.3 17,800 4,300 43,490 29,660 95,250 12.8
2009 658,120 36,450 140,780 7,470 173,440 358,140 54.4 12,640 4,560 41,670 24,830 83,700 12.7
2010 664,320 32,160 146,500 5,130 170,330 354,120 53.3 12,660 4,970 45,000 24,810 87,440 13.2
2011 673,570 23,780 164,060 5,000 193,220 386,060 57.3 10,740 5,110 37,390 26,400 79,640 11.8
2012 588,950 14,760 121,170 4,570 172,160 312,660 53.1 9,330 6,140 38,330 23,140 76,940 13.1
2013 512,080 14,940 114,070 3,750 139,400 272,160 53.1 8,560 6,070 38,510 20,440 73,580 14.4
2014 437,150 18,090 109,100 2,690 84,300 214,180 49.0 7,680 6,210 44,880 11,210 69,980 16.0
2015 428,050 11,980 113,200 2,170 93,490 220,840 51.6 6,680 3,240 48,080 9,590 67,590 15.8
2016 436,780 26,780 93,760 4,690 116,560 241,790 55.4 6,640 2,000 48,090 9,640 66,370 15.2
2017 501,770 47,220 100,400 4,100 139,710 291,430 58.1 6,880 2,050 47,180 9,360 65,470 13.0
2018 485,080 33,530 55,980 4,870 176,650 271,030 55.9 10,460 2,010 41,000 9,250 62,720 12.9
2019 435,200 20,000 48,900 5,800 158,900 233,600 53.7 10,800 1,900 39,800 9,400 61,900 14.2
2020 383,800 1,000 55,400 7,400 135,300 199,100 51.9 10,300 2,000 22,300 9,200 43,800 11.4
2021 329,100 4,900 48,500 5,100 100,000 158,500 48.2 9,000 1,900 12,400 13,100 36,400 11.1

*「東北系」，「天津系」の定義については表 10 を参照．
出所：2002 年から 2018 年までは国家数拠 https://data.stats.gov.cn/index.htm．ただし 2007 年から 2017 ま
では第三次全国農業普査（2016 年）の結果にもとづき従来の公表値が遡って修正されている．2019 年以降
は『中国農村統計年鑑』各年版．
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有するが，このうち最大の産地である内モンゴ
ル自治区の場合は，いくたびかの変動を伴いつ
つ，2021 年の段階で 10 万ヘクタールに作付面
積を落としている．二位の吉林省も変動しつつ，
作付面積の縮小が顕著である．黒竜江省では見
る影もなく縮小し，遼寧省も存在感は薄い．
　これに対し「天津系」各省の場合，4 省とも
同様に緑豆の作付面積を大きく減らしている．
このうち陝西省の場合には，小豆と同様に黄土
高原の乾地農法地帯を主産地とし 55），かつては
全国的にも緑豆主要産地であった．しかしこの
間に作付面積は大きく減少し，他方で小豆は作
付面積を大きく拡大している．小豆が緑豆に代
替したという意味で，ひとえに，緑豆と小豆を
めぐる国際的な市場環境の違いが，陝西省にお
ける雑豆立地の明暗を分けたと理解できよう．
　陝西省の場合は，限界地化する緑豆に代わり，
輸出向けが見込まれる小豆に活路を見出したと
いうべきであろう．

5　おわりに

　小豆および緑豆でみる限り，21 世紀初頭の雑
豆生産は東北 4 省を主たる産地として出発し，
曲折をへて作付面積は漸減し，ここ数年は輸入
依存を拡大しつつある．国内生産に関するデー
タは乏しいものの，かつてはこれらを上回る輸
出商品であったいんげんの場合も，同様の趨勢
にある 56）．中国雑豆研究会は 7 年前に，いんげ
ん貿易に携わる中国の商社よりの情報から，中
国の誇る世界商品であったいんげんの国際市場
における劣勢を，また日本のモヤシ栽培企業か
らアジア的な商品である中国産緑豆の日本市場
における劣勢を知り，中国産小豆もまた同様の
趨勢にあることを予想した（田島 2016）．
　しかしこの予想は半ば当たり，半ば外れたと

思われる．半ば当たったのは，小豆は緑豆に準
じ，いんげんと同様に輸入依存が増大し，貿易
特化係数で示される中国の競争優位が失われつ
つあることである（表 1）．半ば外れたのは，農
業供給側構造改革を機に中国の小豆生産は 2016
年以降，若干盛り返したことである（表 10，
11）．東北はこの構造改革の影響を直接受け，ト
ウモロコシの生産調整により小豆の作付面積は
一時的に盛り返し，他方でより限界的な産地で
ある陝西省が，日本市場における歴史的な「天
津小豆」選好を背景に，緑豆産地から小豆産地
に変容したことである．既述のように 20 世紀
後半の日中関係において，小豆は特殊な商品で
あった．中糧，同天津分公司，後 に 同河北省分
公司を窓口に形成された「天津小豆」が，その
後の小豆産地の変遷にもかかわらず，陝西省産
小豆という形で日中貿易にとどまっていること
に，感慨を覚えざるを得ない．
　ただし既述のように陝西省においても，2022
年 4 月の段階で大豆・トウモロコシの間作（帯
状複合種植）に対する助成という形で生産者補
貼が始まっており，主要食糧・大豆に対する農
業保護という意味で，東北の経験を想起せざる
をえない．もちろん東北と陝西省では地理的気
象的条件は異なり，黄土高原は雑穀・雑豆の適
地ではあるが，小麦，トウモロコシ，大豆の主
要畑作物にとって適地とはいえない．とはいえ，
大豆・トウモロコシの間作栽培に対する新たな
助成措置が，農家労働力の自家労賃や黄土高原
の土地利用に与える直接・間接の影響について
は，今後とも注視していく必要があろう．
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